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以下のとおり一般競争入札を実施するので、「入札及び契約心得」及び「契約条項」を承知のうえ参加されたい。
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令和7年4月1日（火）～令和8年3月31日（火）

0001

予定数量

２　競争参加資格

　　次のいずれかであること

　　全省庁統一資格の「役務の提供等」に係る等級がA、B、C、D等級であること

　　ただし、細部は注意事項による。

３　契約条項を示す場所

　　自衛隊愛知地方協力本部

４　説明会及び入札執行の日時場所

　　説明会日時場所：

　　入札日時場所　：令和7年2月28日（金）13時10分　自衛隊愛知地方協力本部

５　保証金

　　入札保証金：免除　契約保証金：免除

６　落札決定方式及び契約方式

　　落札決定方式：単価　契約方式：一般競争

７　注意事項

　　競争参加者は、競争参加地域「東海・北陸」の資格を有するものであること。

　　その他細部は別紙による。

002公告

１　入札事項

公 告

名古屋中村合同庁舎施設維持管理業務委託

仕様書のとおり



別　紙
１  競争に参加する者に必要な資格に関する事項
　　　次の各項目のすべての条件を満たす者
  (1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て
  　　いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。
  (2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。
  (3) 都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除するよう要請があり、当該状態が継続している有資格業者については、競争参
  　　加を認めない。
  (4) 入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除するよう要請があり、当該状態が継続し
  　　ている有資格業者とは契約を行わない。
  (5) 入札心得に定める「暴力団排除に関する誓約事項」に基づく誓約を行わない者の競争参加を認めない。 
  (6) 契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。（協力者を含む。）
  (7) 防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措
  　　置を受けている期間中のものでないこと。
  (8) 前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のあるものであって、当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防
  　　衛省と契約を行おうとする者でないこと。
　(9) 原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この限
　　　りでない。
　(10)競争参加地域「東海・北陸」の資格を有するものであること。
　(11)競争参加資格の年度は０４・０５・０６年度の「役務の提供等」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」等級に格付された競争参加資格をとする。
　　また令和０７・０８・０９年度においても同資格を有することが見込まれ、資格決定後、速やかに資格審査結果通知書を提出できる者であることを条件とする。
　(12)解約に伴う違約金 
　　　本公告条件に基づき契約したものについては、天災・地変による場合その他特別の事情がある場合を除き、契約業者がその義務を履行しない場合は本公
　　　告３項の規定に該当することとなるため違約金を徴収する。

２  契約条項等を示す場所
    適用する契約条項は駐屯地標準契約の下記の条項を適用します。
　　　(1)基本契約条項　役務請負契約条項
　　　(2)特約条項　　　談合等の不正防止に関する特約条項及び暴力団排除に関する特約条項
  　入札資料等は、下記に示す期間に愛知地本ＨＰ（下記ＵＲＬ参照）からダウンロードしてください（不可能な場合は下記入札担当まで連絡ください）。
　　令和7年2月4日(火)～令和7年2月28日(金)（調整日時：土曜日曜祝日を除く0900～1700 ※要連絡）

３　違約金等に関する事項
　　落札者が契約締結に応じない場合は、落札金額の１００分の５以上、落札者が契約を履行しない場合は、契約金額の１００分の１０以上を違約金として徴
　　収します。

４  入札の無効
　(1) 第１項で示した競争に参加する者に必要な資格を有しない者のした入札
　(2) 入札に関する条項に違反した入札
　(3) 入札金額、入札者の氏名及び押印された印影が判別し難い入札 
　(4) 入札開始時刻に遅れた者の入札

５  契約書の作成
　　落札者は落札決定後、「駐屯地用標準契約書」の様式により遅滞なく作成し提出する。
　
６　落札の決定方式
 （1）単価決定
 （2）入札金額は消費税抜き価格とする。
　(3）落札決定にあたっては、入札書には、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額から消費税法で規定する
　　消費税率に基づく消費税に相当する金額を差し引いた金額を記載する。
 （4）総額が予定価格の範囲内で最低の価格をもって申し込みをした者を落札者とする。
　　なお、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上ある場合は、抽選（くじ引き）により落札者を決定する。

７  その他
　(1) 郵便による入札については、令和7年2月28日（金）11時30分必着分までを有効とします。なお、事前に郵便入札の申し出を総務課会計班まで
　　　行うとともに便着の確認を必ずお願いします。また、入札金額が同額による場合は当該入札に関係の無い職員により抽選を実施し、再度の入札となっ
　　　た場合は別途連絡します。
　(2) 電報・電話・FAX・電子メールによる入札は認めません。
　(3) 入札に参加する者は、令和7年2月21日（金）17時00分までに資格決定通知書の写しを提出してください。（ＦＡＸ可）
　(4 市価調査のご協力をお願いします。（期限　令和7年2月21日（金）17時00分　ＦＡＸ可）
　　 市価調査書のほかに金額の内訳も合わせてご提出をお願いします（様式随意）
　(5) 代表者以外での入札については、入札までに委任状を提出してください。
　(6) 市場価格調査にご協力をお願いします。
　(7) 入札及び契約に関する詳細は、自衛隊愛知地方協力本部 総務課 会計班にて閲覧してください。
　(8) 入札及び契約事項に関する問い合わせ先
　　　〒４５４－０００３　愛知県名古屋市中川区松重町３番４１号
      自衛隊愛知地方協力本部　総務課会計班　契約担当：岡住
　　　　　　　〃　　　　　　　総務課管理班　規格及び仕様書担当：西村
　　　ＴＥＬ・ＦＡＸ　０５２－３３１－６２６６ 
本公告は、自衛隊愛知地方協力本部ホームページ　http://www.mod.go.jp/pco/aichi/
　　　　　陸上自衛隊中部方面隊ホームページ　https://www.mod.go.jp/gsdf/mae/mafin/　に掲示している。
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１　入札条件

２　納入期間

３　納入場所

単位 数 量 単 価

YR 1

回 11

回 1

回 2

回 4

回 1

回 6

回 2

0

金 額

※　なつ印は鮮明に、訂正個所には代表者印、２枚続きには割印を

　　自家用電気工作物保安管理（年次） 年次１回／年 0

２　消防設備点検 ２回／年 0

３　自動扉、自動シャッター保守 ４回（自動扉：２台）（自動シャッター：１台）

0

0

５　空気環境測定 ６回／年

入　札　書　

殿

￥

令 和 7 年 2 月 28 日

名古屋中村合同庁舎（愛知県名古屋市中村区名駅南４－１－２２）

名古屋中村合同庁舎施設維持管理業務委託

令和７年４月１日～令和８年３月３１日

住所・名称・代表者名

仕様書のとおり

　　上記入札条件及び｢入札及び契約心得｣及び｢駐屯地標準契約書及び請書｣の契約
条項を承諾の上入札します。
　　また、当社（私（個人の場合）、当団体（団体の場合））は「入札及び契約心得」に示さ
れた暴力団排除に関する誓約事項について誓約します。

１　自家用電気工作物保安管理（月次） 月次１１回／年

庁舎施設維持管理業務

内　訳　（消費税抜）

品 名 規 格

（内    訳）

合　　　計

0

４　建築物等点検 １回／年

６　照度測定 ２回／年 0

以 下 余 白

分任契約担当官

自衛隊愛知地方協力本部長

安井 崇



１　入札条件

２　納入期間

３　納入場所

単位 数 量 単 価

YR 1

回 11

回 1

回 2

回 4

回 1

回 6

回 2 0

0

６　照度測定 ２回／年

金 額

５　空気環境測定 ６回／年

３　自動扉、自動シャッター保守 ４回（自動扉：２台）（自動シャッター：１台）

合　　　　計 0

0

0

住所・名称・代表者名

仕様書のとおり

（内    訳）

庁舎施設維持管理業務

内　訳　（消費税抜）

品 名 規 格

市価調査書

殿

￥

令 和 年 月 日

名古屋中村合同庁舎（愛知県名古屋市中村区名駅南４－１－２２）

名古屋中村合同庁舎施設維持管理業務委託

令和７年４月１日～令和８年３月３１日

１　自家用電気工作物保安管理（月次） 月次１１回／年 0

　　自家用電気工作物保安管理（年次） 年次１回／年 0

２　消防設備点検 ２回／年

0

４　建築物等点検 １回／年

0

0

通
信
欄

広く市場価格調査を実施し、適切な価格の把握に努め予定価格の算定の資料と
するため、各取引業者の方々にご協力を頂いております。金額をご記入の上、
FAXでご返信お願いします。

分任契約担当官

自衛隊愛知地方協力本部長

安井 崇

以 下 余 白



１　総則

１．１　適用範囲

　この仕様書は、名古屋中村合同庁舎（附帯施設含む）においての施設維持管理に関

する業務委託に適用する。

２　業務内容

２．１　対象施設場所（名称）

　愛知県名古屋市中村区名駅南４－１－２２　名古屋中村合同庁舎

２．２　対象施設の概要

　鉄筋コンクリート造（地上３階）、延床面積８７０㎡、他、車庫・倉庫１棟

２．３　履行期間

　令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの期間とする。

２．４　対象業務

a)　自家用電気工作物保安管理　　　　　　　　　　月次１１回／年、年次１回／年

b)  消防設備点検　　　　　　　　　　　　　　　　２回／年

c)  自動扉、自動シャッター保守　　　　　　　　　４回／年（自動扉：２台）

（自動ｼｬｯﾀｰ：１台）

d)  建築物等点検　              　　　　　　　　１回／年　　　　　　　　

e)  空気環境測定　　　　　　　  　　　　　　　　６回／年

f)　照度測定　　　　　　  　　　　　　　　　　　２回／年

３　自家用電気工作物保安管理

３．１　適用　

　本項目は、対象施設における自家用工作物の点検等保安管理に関する業務に適用す

る。

３．２　設備概要　105KVA

３．３　保安規程の作成

　受託者は、保安規程を作成し、関係官公庁に対し保安管理業務外部委託承認申請及

び保安規程届出他必要な手続きを行うものとする。

　なお、保安規程は既存のものを利用して差し支えない。

総務課 管理班

令和７年１月２２日５ＱＱＭ１Ｃ６０００６要求番号

自衛隊愛知地方協力本部仕様書

件　  名

作成年月日

　名古屋中村合同庁舎
　施設維持管理業務委託

作成部署



３．４  点検、測定及び試験の実施

a)  点検、測定及び試験の基準は、別表第１に定める「点検、測定及び試験の基準等

　」による。

b)  経済産業省令で定める技術基準（以下「技術基準」という。）の規定に適合しな

　い事項または適合しないおそれがあるときは、必要な指導、助言を行うこと。

c)  年次点検は、原則停電状態で行うものとする。

３．５  点検の周期

a)  月例点検は、月１回行うものとする。

b)  年次点検は、年１回行うものとする。ただし、点検周期が１年を超える点検内容

　の実施は特記による。

c)  臨時点検は、必要に応じて行うものとする。

３．６　工事への助言

a)  電気工作物の設置又は変更の工事の設計審査について、委託者の通知を受け必要

　な指導、助言を行うものとする。

b)  電気工作物の設置又は変更の工事期間中は、委託者の通知を受け毎週１回工事中

　の点検を行い、技術基準の規定に適合しない事項がある場合には、必要な指導助言

  を行うものとする。

c)  電気工作物の設置又は変更の工事について竣工検査を行い、必要な指導、助言を

　行うものとする。

３．７  臨機の設置

a)  電気事故その他電気工作物に異常が発生し又は発生するおそれがある場合におい

　て、委託者若しくは電気事業者より通知を受けたときは、電話により、又は出向し

　て事故原因の探求に協力し応急措置を指導し、再発防止に必要な措置を指導し、助

　言を行うものとする。

b)  上記の場合は、委託者は受託者が応急措置の指導を行うための判断に役立てるた

　め、電気事故の発生箇所、異常の状況等を適切に受託者に連絡するものとする。

c)  電気事業法に規定する電気事故報告が必要と認められるときは、電気事故報告書

　の作成及び手続きの指導を行うものとする。

d)  受託者が点検の際、電気工作物に異常が発生又は発生するおそれのある場合を発

　見したときは、必要に応じ臨時点検を行うものとする。

３．８　検査の立会い

　電気事業法に規定する立入検査には、その都度委託者の通知を受け、受託者の保安

業務担当者等を立ち会わせるものとする。

３．９　その他

a)  電気工作物の工事、維持及び運用に関する経済産業大臣への提出書類及び図面に

　ついて、その作成及び手続きの指導を行うものとする。



b)  委託者の申し出による点検業務、技術業務及びその他業務を行うものとする。

３．10　業務の条件

a)  特殊箇所の点検

　　次のいずれかに該当する電気工作物の点検、測定及び試験については、委託者は

　委託者の負担において電気工事業者又は電気機器製造業者等の専門業者に依頼して

　行うものとする。この場合において、委託者の申し出がある場合又は点検の際に受

　託者が必要と認めた場合には、電気工作物の保安について、受託者は指導、助言又

　は協議を行うものとする。

  ①  漏電火災警報器又は昇降設備等、取扱いが法令により特定の資格を要するも

   の。

  ②  オートメーション化された機器等、取扱いが特殊の専門技術を要するもの。

  ③  移動して使用する機器及びこれに付属する電線のうち、点検時現場に設置され

    ていないもの。

  ④  密閉型防爆構造の機器等、構造上内部点検ができないもの。

　⑤  有毒ガス発生箇所又は酸欠箇所に設置された機器等、点検時に著しい危険が伴

    なうもの。

　⑥  点検できない隠蔽場所等に設置された配線及び機器等。

  ⑦  業務の都合等委託者の理由で、受託者が立ち入りできない場所に設置された機

 　 器等。

b)　電気工作物以外の不安全施設に関する措置等

  1)  保安管理業務を実施するための通路又は足場等の設備環境が悪く、作業者の安

　　全が確保されないと認められる施設（以下「不安全施設」という。）がある場合

　　は、委託者に報告すること。

  2)  前号の不安全施設の改修に要する費用は、原則として委託者が負担する。

  3)  受託者は委託者と協議し、不安全施設が改修されるまでの間、当該電気工作物

　　の点検、測定及び試験を実施しない場合は、委託者に通知すること。

３．11  連絡・報告

a)　委託者の連絡する事項

　　委託者は次に掲げる場合はその具体的内容を遅滞なく受託者に連絡するものとす

　る。

  ①　電気事故その他電気工作物に異常が発生し又は発生するおそれがある場合

　　る場合

　③　経済産業大臣が電気事業法に規定する立入検査を行う場合

　④　電気工作物の設置又は変更の工事を計画する場合、施工する場合及び工事が完

　　成した場合

　②　電気工作物の使用を休止する場合、又は、休止中の電気工作物の使用を開始す



　⑤　電気工作物の工事、維持及び運用に従事する者に対し電気工作物の保安に関す

　　る必要な事項を教育し、又は実地指導訓練を行う場合

　⑥　平常時及び事故その他異常時における運転操作について定める場合

　⑦　非常災害に備えて電気工作物の保安を確保することができる体制を整備又は変

　　更する場合

　⑧　電気の保安に関する組織、責任分界点又は需要設備の使用区域を変更する場合

　⑨　委託者、事業場の名称又は所在地名に変更があった場合

　⑩　電気工作物に関する権利義務に変更があった場合

　⑪　電気事業者との需要契約を変更する場合

　⑫　爆発性、可燃性物質又はその他の危険物質を貯蔵又は発生し、取扱う設備があ

　　る場合

　⑬　その他電気工作物の保安に関し必要な場合

b)　受託者の連絡する事項

　　受託者は次の各号に掲げる事項を委託者に通知するものとする。

　①　月次点検及び工事中の監督を実施する場合は、その実施の前日までにその予定

　　日

　②　年次点検を実施する場合は、その実施予定日の２週間前までにその予定日

　③　委託者の事業場に設置された絶縁監視装置（自動通報方式）の警報を受信し

　　　た場合

　④　その他必要な事項

c)　報告

　　点検終了後、速やかに委託者へ「点検結果報告書」を提出すること。

４　消防設備点検

４．１　適用

　本項目は、対象施設における「消防法」、「消防法施行令」、「消防法施行規則」

及びこれに基づく告示等に定める消防設備等の法定点検に関する業務に適用する。

４．２　対象施設の設備の概要

a)  消火器具

　　粉末消火器（加圧式）　　　　　　　　１１本

b)  自動火災報知設備

  1)  受信機Ｐ型２級（５回線）　　　　　　１面

  2)  差動式スポット型感知器　　　　　　２３個

  3)  定温式スポット型感知器　　　　　　　４個

  4)  煙感知器　　　　　　　　　　　　　　５個

    ※製造年から３年以下のもの３本、製造年から３年を越え８年以下のもの８本



  5)  Ｐ型２級発信機　　　　　　　　　　　３個

  6)  表示灯　　　　　　　　　　　　　　　３灯

  7)  音響装置　　　　　　　　　　　　　　３個

  8)  常用電源　　　　　　　　　　　　　　１個

  9)  予備電源（受信機のみ）　　　　　　　１組

c)  避難器具

  1)  はしご（建物地上回数２、金属）　　　１組

  2)  はしご（建物地上回数３、金属）　　　１組

d)　配線　　                              １式　　　　

４．３　業務の条件

　点検を実施する期間は、次による。

　①　機器点検及び総合点検　７月１５日から８月３１日までの間

　②　機器点検　　　　　　　１月１５日から２月２８日までの間

４．４　従事者の条件

　従事者は、各種点検に必要とする資格（甲種又は乙種消防設備士等）の有資格者と

する。

４．５　点検の範囲

a)  点検の基準及び結果報告は、次に定めるところによる。

  ①　「消防法施行規則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類

　　及び点検愛用に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての

　　報告書の様式を定める件」（平成１６年消防庁告示第９号）

　②　「消防設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票

　　の様式を定める件」（昭和５０年消防庁告示第１４号）

　③　「消防設備等の点検要領の全部改正について」（平成１４年６月１１日消防予

　　第１７２号）

　④　上記に定める告示等の全部又は一部改正に伴なう事項については、関係告示等

　　の定めるところによる。

b)  粉末消火器の放出能力試験

  ①　粉末消火器の放出能力試験は適正に行うものとし、放出能力試験を行った消火

　　器のうち、製造年から１０年を超えるものは新規取替を、製造年から１０年以下

　　のものは原則として充填を行うものとする。（新規取替消火器：１台）

  ②　充填対象の消火器であっても新規取替としてよいこととする。

  ③　新規取替消火器は、薬剤に再生材料が重量比で40％以上使用されており、か

　　つ、2024年製造で消火器リサイクルシール【有効期限2034年末】【株式会社消火

　　器リサイクル推進センター発行】が貼られている消火器とすること。



４．６　点検結果報告書の提出

a)  各点検終了後、速やかに委託者へ「点検結果報告書」を提出すること。

b)  所轄消防署への報告及び検査立会等の一切を代行することとし、それに要する費

　用は受託者負担とする。

４．７  情報提供

　受託者は、消防設備の維持のため、日常管理方法や、関係法令改正の連絡等の情報

を、委託者に提供するサービスを実施すること。

５　自動扉、自動シャッター保守

５．１  適用

　本事項は、対象施設における自動扉の点検保守に関する業務に適用する。

５．２  対象施設の設備の概要

　①　ナショナル製　電気式自動ドア　ライト７５　片引き　１台

　②　ＹＫＫ　電気式自動ドア　2,800×2,600mm　両引き分け　アルミ製　１台

（H30.12設置）

　③　三和　自動シャッター　2,280×2,600mm　１台（H30.12設置）

５．３　業務の範囲　

a)  点検の範囲及び周期

　　点検の範囲及び周期は、別表第２による。

　なお、自動シャッター保守も、別表第２に準じて実施するものとする。

b)  応急の措置等

　　故障が発生した場合には、委託者の通知により速やかに技術者を派遣し、必要な

　修復を、無償にて行うものとする。（簡易的な修理）

c)  消耗資材の負担範囲

　　保守作業に必要な消耗資材のうち、軽微な消耗品類（パッキング、リング、ヒュ

　ーズ及びオイル等）は受託者の負担とする。

d)  報告

　　点検終了後、速やかに委託者へ「点検結果報告書」を提出すること。

６　建築物等点検

６．１　適用

　本項目は、建築基準法（昭和25年法律第201号）第１２条第２項、第４項及び官公庁

施設の建設等に関する法律（昭和26年法律第181号）第１２条第１項、第２項に基づく

点検並びに同法第１３条第１項に基づき定められた「国家機関の建築物及びその附帯

施設の保全に関する基準」（平成17年5月27日国土交通省告示第551号）に規定する

支障がない状態を確認するための建築物及び建築設備の点検に適用する。



６．２　従事者の条件

　従事者は、当該点検業務に必要な次のいずれかの資格を有するものとする。

　①　一級建築士（全ての点検業務が可）

　②　二級建築士（全ての点検業務が可）

　③　特殊建築物等調査資格者（建築物の敷地及び構造の点検に必要）

　④　建築設備検査資格者（昇降機以外の建築設備の点検に必要）

６．３　業務の範囲

a)　点検の内容及び方法

　　　点検に当たっては、「国家機関の建築物の昇降機以外の建築設備の定期点検に

　　おける点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準を定める件」（平成20年11月

　　17日国土交通省告示第1351号）及び「国家機関の建築物等の保全に関する基準の

　　実施に係る要領」（平成17年6月1日国営管第59号、国営保第11号・最終改正　平

　　成22年3月31日国営管第482号、国営保第30号）別表に準拠し実施するものとす　

　　る。（国土交通省ＨＰ参照）　　　

b)  点検内容の除外

　1)　次に掲げる項目については、本業務に含まないものとする。

  ①　建築基準法第１２条第４項並びに官公法第２項に規定されていない建築物等

　②　消防設備

　③　水道法第３４条の２の規定に基づく簡易専用水道

　④　自家用電気工作物

　⑤　点検する建築物等に該当する部位、設備がない項目

　⑥　その他委託者から指示する事項

  2)  ただし、上記b)1)のうち、次に掲げる項目については、本業務にて点検を実施

　　する。

　①　消防設備の内、非常用コンセント設備、非常用照明設備

　②　自家用電気工作物の内、屋内分岐後の分電以降の電気設備及び照明器具

　③　水道法第３４条の２の規定に基づく簡易専用水道の内、配管部分

　④　その他委託者から指示する事項

c)  点検の省略

　　次に示す部分等で点検が困難なものにあっては、点検を省略できるものとする

　が、当該部分の状況から判断して不良の状況にあると認められる場合は、不良の状

　況を記録するものとする。

　①　点検口のない天井裏又は容易に出入りできる点検口のない床下にあるもの。

　②　通電されていて点検することが危険である場所にあるもの。

　③　運転を停止しなければ点検できない機器で、停止させることが極めて困難な状

　　況にあるもの。



　④　付近に運転を停止することが極めて困難な状況にある機器が存在し、点検する

　　ことが危険である場所にあるもの。

　⑤　地中又はコンクリート等に埋設されているもの。

　⑥　目視では点検が困難である足場のない外壁面等。

　⑦　屋外排水設備のます等で水中に没している部分。

　⑧　その他物理的理由又は安全上の理由等から点検を行うことが困難な場所にある

　　もの。

d)  貸与資料

　　業務の実施に先立ち、図面類及び点検・検査記録簿関連書類等（以下「関係資料

　」という。）を必要に応じ貸与するものとし、貸与を受けた関係資料については、

　業務完了後、速やかに返却するものとする。ただし、必要とする全ての関係資料が

　用意されているものではない。

e)  点検結果等の報告

  1)  各点検終了後、速やかに別紙に定める「点検表」を委託者へ提出すること。

  2)  異常があった場合は、その内容を貸与する関係資料（図面）に記載するととも

　　に、写真にて報告すること。

７　空気環境測定

７．１　適用

　本項目は、対象施設の事務室等の空気環境の測定に適用する。

７．２　業務の目的

　室内空気質の状態を把握し、空気調和設備等を適正に管理することにより、健康被

害の発生防止に資することを目的とする。

７．３　測定

a)　測定の内容及び周期

　1)　空気環境測定の測定項目及び測定器等は、別表第３による。

  2)  周期は２ヶ月ごとに１回（年間６回）行うものとする。ただし、ホルムアルデ

    ヒド測定は年１回（７月）とする。

b)　測定ポイント等

  1)  測定ポイント　庁舎１階・２階・３階各１、外気１（４ポイント）

  2)  室内については、当該建築物の通常の使用期間中に、事務室の中央部の床上75

　　cm以上150cm以下の高さで測定する。なお、事務室が壁等で仕切られている場合

　　は職員数の多い事務室とする。　　

  3)  外気については、１階出入口付近で測定する。ただし、気流の測定は行わな

　　い。

  4)  測定回数は１箇所につき、執務時間中に午前１回、午後１回の計２回測定する



７．４　報告

測定終了後、速やかに委託者へ「測定結果報告書」を提出すること。

８　照度測定

８．１　適用

　本項目は、対象施設の事務室等の照度測定に適用する。

８．２　業務目的

　本業務は、建築物の照度を測定することにより、執務環境を快適にするとともに視

作業による作業効率の向上、作業効率の向上、作業安全の向上に資することを目的と

する。

８．３　測定

a)  測定方法及び周期

　1)　測定方法は、JIS C 7612（照度測定方法）によるものとし、測定機器はJIS C

    1609-1（照度計）の規格品とする。

  2)  測定周期は、６ヶ月に１回とする。

b)  測定ポイント

　　測定ポイントは、測定場所が自衛隊愛知地方協力本部名古屋出張所が１箇所、

　２階事務室が１箇所、愛知労働局が１箇所とし、測定箇所につき、それぞれ６ポ

　イントとする。

８．４　報告

測定終了後、速やかに委託者へ「測定結果報告書」を提出すること。

９　品質保証

９．１　検査

　検査は、本仕様書に基づき実施するものとし、各種役務完了後、検査官の合格をも

って完了とする。

10　その他の指示

10.1　提出書類

　各役務完了後、速やかに「報告書」を提出するものとする。

10.2　安全管理等

　本役務に伴う安全対策は、受託者の責任において十分管理すると共に、事故等の

防止に努めるものとする。また、本役務に伴い施設等に破損が生じた場合は、速や

かに委託者に報告すると共に、受託者の負担において原形に復旧するものとする。

10.3　疑義

　仕様内容及び作業内容等に疑義が生じた場合は、委託者と協議し解決するものと

する。



 建物名称（棟名）
 建物構造
 建物延べ面積
 棟番号
 建物階数
 竣工年月
 備考

今回 支障の
保 建 官 対象 有無 今年度 前回 今年度 前回
○ ○ ○
○ ○ ○
○
○ ○ ○
○ ○ ○

外壁 ○ ○ ○
内壁 ○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○
○
○
○ ○ ○
○ ○ ○
○
○ ○ ○
○ ○ ○
○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

屋根ふき
材、内装
材、外装
材、帳壁、そ
の他これら
に類する用
途に供する
建築物の部
分及び高架
水槽、冷却
塔その他建
築物の屋外
に取り付け
るもの（以下
「建築非構
造部材」とい
う）

屋根ふき材、内
装材、外装材帳
壁、パラペット、
建具

地盤の不陸、傾斜等
敷地内の排水
植栽
基礎の外観及び沈下
土台の外観及び沈下

塔屋の外観

笠木モルタルの外観及び固定
金属笠木等の外観及び固定
手すり、丸環等の外観及び固定
排水溝回りの外観及び固定
勾配屋根の外観及び固定

外装仕上げ
材等の外観
及び固定

タイル、石貼り等（乾式工
法によるものを除く。）

別紙

建築基本情報

　　   ㎡

コンクリート系パネル（帳
壁を含む。）

　　　　　　年　　　月

点検及び確認記録（総括表）
保全台帳様式

確認実施月
備考

乾式工法によるタイル、石
貼り等

点検実施年月

　　　地上　　　　階　　　　地下　　　　階　　　　棟屋　　　　階

支障の場所・内容等

木造
組積造（補強コン
クリートブロック造
を除く）
補強コンクリート
ブロック造
鉄骨造
鉄筋コンクリート
造及び鉄骨鉄筋
コンクリート造

点検・確認対象部位項目（点検・確認項目）

建築物の敷地及び地盤面

壁の外観

点検・確認基礎情報
 点検・確認対象
 法定点検対象分類
 点検者分類
 点検者（組織名）

 点検者の資格区分

  ・敷地　　　　　　　　　　　　　　　　　　・建築物
  ・建築物の敷地及び構造

　・特殊建築物等調査資格者　　　　 　・H17国土交通省告示第572号による資格者

  ・当該施設職員　　　　　　　　　　　　・当該施設以外の職員　　　　　・外部委託

  ・一級建築士　　　　　　　　　　　　　　・二級建築士

パラペットの立上り面の外観及び固定
○ ○

基礎

有無
分類（※）

床版の外観

 確認者（組織名）

構造耐力上
主要な部分
（建築基準
法施行令）
（昭和二十
五年政令第
三百三十八
号）第一条
第三号に規
定するもの
をいう。）

屋上面（陸屋根）の外観及び固定
はり、けたの外観

柱の外観
小屋組の外観
斜材の外観
屋根版の外観



今回 支障の
保 建 官 対象 有無 今年度 前回 今年度 前回

確認実施月
備考

点検実施年月
支障の場所・内容等点検・確認対象部位項目（点検・確認項目） 有無

分類（※）

○

○

○ ○ ○
○
○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○ ○

○

○

○

○ ○ ○

○

○

○

○

屋根ふき
材、内装
材、外装
材、帳壁、そ
の他これら
に類する用
途に供する
建築物の部
分及び高架
水槽、冷却
塔その他建
築物の屋外
に取り付け
るもの（以下
「建築非構
造部材」とい
う）

屋根ふき材、内
装材、外装材帳
壁、パラペット、
建具

床及び階段

二重床

階段その他に用
いる滑り止め

視覚障害者誘導
用ブロック等

床点検口

床及び階段の共通部材の外観及び固
定
床材料の外観及び固定
仕上げ材料、下地の外観及び固定

機器、工作物本体及び接合部の外観
及び固定
支持部材等の外観及び固定
煙突本体及び建築物との接合部の外
観

付帯金属等の外観
エキスバンションジョイント金物等の外観

高架水槽、冷却
塔、手すり、煙
突、その他建築
物の屋外に取り
付けるもの

石綿使用材料
囲い込み又は封じ込めによる石綿材料
の飛散防止措置

災害応急対策を行う拠点となる室、これ
らの機能を維持するために必要な室又
はこれらの室又はこれらの室を結ぶ廊
下その他の通路の外観、固定、及び作
動
危険物を貯蔵し、又は使用する室の外
観、固定、及び作動

照明器具、懸垂物等の落下防止対策の
外観及び固定

避雷設備（避雷針、避雷導線等）の外
観

屋上緑化設備の外観及び作動

バルコニーの外観及び固定
内装壁仕上げ材等の外観及び固定

タラップ、庇、とい等の外観
付属仕上げ材、金物等の外観及び固定

窓サッシ等の外観

モルタル、タイ
ル、石、ビニル製
床材その他建築
材料を使用する
床

居室の床

共通

階段等の材料の外観及び固定

仕上げ材料、下地の外観、固定及び作
動

難熱材料又は準不燃材料を必要とする
室の天井仕上げ材の外観及び固定

視覚障害者誘導用ブロック部材等の外
観及び固定

点検口の部材の外観、固定、及び作動



 建物名称（棟名）
 建物構造
 建物延べ面積
 棟番号
 建物階数
 竣工年月
 備考

今回 支障の
保 建 官 対象 有無 今年度 前回 今年度 前回
○ △ △
○

○

○

○

○
○
○
○
○

太陽光発電装置の外観及び固定 ○
○

○

○
○
○
○
○

○

○
○
○
○ ○ ○
○ ○ ○
○
○
○
○

○

建築設備

共通

建築設備

構内配電線路の外観及び固定
構内通信線路の外観及び固定
熱源機器（冷凍機、冷却塔、ボイラー
等）の外観及び固定

自家発電装置の外観及び固定
外灯の外観及び固定
電光掲示板の外観及び固定

入退室管理装置の外観及び固定
航空障害灯の外観及び固定
予備電源の外観及び固定

テレビ共同受信装置の外観及び固定
テレビ電波障害防除装置の外観及び固
定

駐車場管制装置の外観及び固定

拡声装置の外観及び固定

映像、音響装置の外観及び固定
情報表示装置の外観及び固定

風力発電装置の外観及び固定
構内情報通信網装置の外観及び固定

構内交換機（PBX）の外観及び固定

音声誘導装置の外観及び固定
インターホンの外観及び固定
トイレ等呼出装置の外観及び固定

照明器具、スイッチ、コンセントの外観
及び固定

監視カメラの外観及び固定
自動火災報知装置の外観及び固定

端子盤の外観及び固定

全ての機器類の作動
基礎、架台の外観
分電盤、動力制御盤、その他電源盤、
受変電機器の外観及び固定

 確認者（組織名）

点検・確認対象部位項目（点検・確認項目）
分類（※）

有無 支障の場所・内容等
点検実施年月 確認実施月

備考

 点検者（組織名）

 点検者の資格区分
  ・一級建築士　　　　　　　　　　 　・二級建築士　　　　　　　  　　　・建築設備検査資格者 　　　地上　　　　階　　　　地下　　　　階　　　　棟屋　　　　階
  ・昇降機検査資格者　　　　　　   ・H17国土交通省告示第572号による資格者 　　　　　　年　　　月

 法定点検対象分類   ・建築設備（昇降機以外）　　　　・昇降機
 点検者分類   ・当該施設職員　　　　　　　　　　・当該施設以外の職員　　　　　・外部委託 　　　㎡

保全台帳様式
点検及び確認記録（総括表）

点検・確認基礎情報 建築基本情報
 点検・確認対象   ・建築物



今回 支障の
保 建 官 対象 有無 今年度 前回 今年度 前回

点検・確認対象部位項目（点検・確認項目）
分類（※）

有無 支障の場所・内容等
点検実施年月 確認実施月

備考

○

無窓の居
室又は火
を使用す
る室に設
けられた
換気設備

自然換気設備
及び機械換気
設備（中央管
理方式の空調
設備を含む。）

○ ○ ○

上記以外
の室に設
けられた
換気設備
及び空調
設備

自然換気設備
及び機械換気
設備及び空調
設備 ○

○
○

中央監視装
置の外観及
び固定

無窓の居
室又は火
を使用す
る室に設
けられた
換気設備

自然換気設備
及び機械換気
設備（中央管
理方式の空調
設備を含む。）

○

○
無窓の居
室又は火
を使用す
る室に設
けられた
換気設備

自然換気設備
及び機械換気
設備（中央管
理方式の空調
設備を含む。）

○ ○ ○

上記以外
の室に設
けられた
換気設備
及び空調
設備

自然換気設備
及び機械換気
設備及び空調
設備 ○

防火、防煙
ダンパー類
の外観、固
定及び作動

無窓の居
室又は火
を使用す
る室に設
けられた
換気設備

自然換気設備
及び機械換気
設備（中央管
理方式の空調
設備を含む。）

○ ○ ○

上記以外
の室に設
けられた
換気設備
及び空調
設備

自然換気設備
及び機械換気
設備及び空調
設備 ○

○

建築設備

建築設備

配線、配管及び
風道その他のダ

クト

建築設備

建築設備

支持金物の外観及び固定

自動制御機器の外観及び固定
ダクト（給排
気口含む）
の外観及び
固定

製缶類（オイルタンク、ヘッダー、熱交換
機、膨張タンク等）の外観及び固定
空気調和機
等（空調機、
ファンコイ
ル、空気清
浄装置等）
の外観及び
固定

ポンプ類の外観及び固定
消火機器（消火器含む）の外観及び固



今回 支障の
保 建 官 対象 有無 今年度 前回 今年度 前回

点検・確認対象部位項目（点検・確認項目）
分類（※）

有無 支障の場所・内容等
点検実施年月 確認実施月

備考

無窓の居
室又は火
を使用す
る室に設
けられた
換気設備

自然換気設備
及び機械換気
設備（中央管
理方式の空調
設備を含む。）

○ ○ ○

上記以外
の室に設
けられた
換気設備
及び空調
設備

自然換気設備
及び機械換気
設備及び空調
設備

○

○ ○ ○

○
○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

無窓の居
室又は火
を使用す
る室に設
けられた
換気設備

自然換気設備
及び機械換気
設備（中央管
理方式の空調
設備を含む。）

○ ○ ○

上記以外
の室に設
けられた
換気設備
及び空調
設備

自然換気設備
及び機械換気
設備及び空調
設備

○

ダクト（給排
気口含む）
の外観、固
定及び作
動

無窓の居
室又は火
を使用す
る室に設
けられた
換気設備

自然換気設備
及び機械換気
設備（中央管
理方式の空調
設備を含む。）

○ ○ ○

上記以外
の室に設
けられた
換気設備
及び空調
設備

自然換気設備
及び機械換気
設備及び空調
設備

○

配線、配管及び
風道その他のダ

クト

換気設備建築設備 送風機類の
外観、固定
及び作動

非常電源
操作機器等の外観、固定及び作動
中央管理方式による制御の作動

配管の外観及び固定

昇降機 昇降機の外観及び作動

排煙設備 排煙機等の外観、固定及び作動
ダクト（排煙口等含む）の外観、固定及
び作動

配管の外観
及び固定

換気設備、空気調和設備
以外の設備



今回 支障の
保 建 官 対象 有無 今年度 前回 今年度 前回

点検・確認対象部位項目（点検・確認項目）
分類（※）

有無 支障の場所・内容等
点検実施年月 確認実施月

備考

無窓の居
室又は火
を使用す
る室に設
けられた
換気設備

自然換気設備
及び機械換気
設備（中央管
理方式の空調
設備を含む。）

○ ○ ○

上記以外
の室に設
けられた
換気設備
及び空調
設備

自然換気設備
及び機械換気
設備及び空調
設備

○

○ ○ ○

○

○ △ △

○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○
○

○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○
○

換気設備

建築設備

井戸の外観、固定及び作動

タンク類の外観及び固定
排水槽の外観

※分類（○印：点検・確認の該当する項目　　　　△印：点検の一部が該当する項目）
　 保：国土交通省告示により「支障のない状態」に保全することが規定されている「建築物の敷地及び建築物の各部等」に該当する部位項目
　 建：建築基準法により定期（１年周期）の点検が規定されている「建築設備」に該当する部位項目
　 官：官公法により定期（１年周期）の点検が規定されている「建築設備」に該当する部位項目

備　考

排水再利用システム等の外観、固定
及び作動

衛生器具の外観及び固定
間接排水の外観

浄化槽の外観、固定及び作動

非常用の照明
設備

非常用照明の作動

給水設備及び
排水設備

給排水配管の外観及び固定
温熱源機器（ボイラー、湯沸し器等）
の外観、固定及び作動
ポンプ類の外観、固定及び作動

防火、防煙
ダンパー類
の外観、固
定及び作
動



点検箇所、ねらい 試験・測定 周期 点検箇所、ねらい 周期 試験・測定

支持物等

損傷、汚損、腐食、たるみ、
ゆるみ、傾斜、腐朽、脱落、
外れ、異物付着、腐食、亀
裂、支持点間隔、敷設部の
無断掘削、接地線の腐食・
断線・外れ

１年 ハンドホール・マンホール
の浸水、地盤沈下の影響

１年 接地抵抗測定　※２

電線、ケー
ブル

電線等の高さ・他物との隔
離距離、標識、ヘッド・接続
箱・分岐箱など接続部の過
熱による変色、損傷、腐
食、汚損、コンパウンド油漏
れ、亀裂、接地線の腐食・
断線・外れ

１年 接地線接続部のゆるみ １年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２

負荷開閉器

損傷、変形、腐食、開閉表
示、操作紐の取付状態、異
物付着、亀裂、汚損、接続
箇所の過熱による変色、制
御装置箱施錠確認、接地
線の腐食・断線・外れ

２年
２年

接地線接続部のゆるみ
開閉操作・表示確認

１年

１年

１年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２
保護継電器動作特
性試験　※３
保護継電器連動動
作試験　※３

高圧キャビ
ネット

損傷、腐食、変形、汚損、
結露、施錠状態、異音、異
臭、亀裂、接続箇所の過熱
による変色、接地線の腐
食・断線・外れ

２年
３年
３年
３年

接地線接続部のゆるみ
接続箇所のゆるみ
接触子の接触状態確認
開閉操作・表示確認

１年

１年

１年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２
保護継電器動作特
性試験　※３
保護継電器連動動
作試験　※３

零相変流器
異音、異臭、損傷、汚損、
接地線の腐食・断線・外れ

１年
１年

接続箇所のゆるみ
接地線接続部のゆるみ

１年 絶縁抵抗測定　※１

断路器

異音、異臭、過熱による変
色、損傷、変形、汚損、腐
食、亀裂、接地線の腐食・
断線・外れ

１年
３年
３年

３年
３年

開閉操作確認
接触子の接触状態確認
操作機構部動作状態の確
認
接地線接続部のゆるみ
接続箇所のゆるみ

１年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２

負荷開閉器

異音、異臭、過熱による変
色、損傷、変形、汚損、腐
食、亀裂、溶断表示、接地
線の腐食・断線・外れ

２年
２年
２年

２年
２年

接続箇所のゆるみ
接触子の接触状態確認
操作機構部動作状態の確
認
接地線接続部のゆるみ
開閉操作確認

１年

１年

１年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２
保護継電器動作特
性試験　※３
保護継電器連動動
作試験　※３

高
圧
受
電
設
備

遮断機

異音、異臭、油量、ガス圧
力、開閉表示、損傷、変
形、汚損、亀裂、漏油、過
熱による変色、腐食、接地
線の腐食・断線・外れ

１年
３年

３年

３年
３年
６年

開閉操作確認
接触子の消耗度合いの確
認
操作機構部動作状態の確
認
接地線接続部のゆるみ
接続箇所のゆるみ
接触子の接触状態確認

１年

１年

１年

１年

６年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２
保護継電器動作特
性試験　※３
継電器連動動作試
験　※３
絶縁油酸価試験、絶
縁破壊電圧試験

月次点検

別表第１

　点検、測定及び試験の基準等

年次点検

高
圧
受
電
設
備

引
込
関
係

　　　　　　　項目

対象



点検箇所、ねらい 試験・測定 周期 点検箇所、ねらい 周期 試験・測定

月次点検 年次点検　　　　　　　項目

対象

計器用変成
器

異音、異臭、損傷、汚損、
亀裂、過熱による変色、溶
断表示、接地線の腐食・断
線・外れ

１年
１年

接続箇所のゆるみ
接地線接続部のゆるみ

１年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２

高圧カット
アウト

異音、異臭、損傷、汚損、
亀裂、腐食、過熱による変
色

３年
３年

接続箇所のゆるみ
接触子の接触状態確認

１年 絶縁抵抗測定　※１

変圧器

異音、異臭、油量、過熱状
態、損傷、変形、汚損、亀
裂、腐食、接続箇所の過熱
による変色、漏油、振動、
付属装置の動作状態・取
付状態・接地線の腐食・断
線・外れ、PCB使用・保管
の表示

低圧電路の
漏洩電流測
定

１年
１年
１年
１年

３年

吸湿防止剤の変色
接続箇所のゆるみ
接地線接続部のゆるみ
付属装置各部の点検（機
能及び状態）
内部点検

１年

１年

６年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２
絶縁油酸価試験、絶
縁破壊電圧試験

進相コンデ
ンサ直列リ
アクトル

異音、異臭、過熱状態、ふ
くらみ、損傷、汚損、亀裂、
腐食、漏油、変色、接地線
の腐食・断線・外れ、PCB
使用・保管の表示

１年
１年

接続箇所のゆるみ
接地線接続部のゆるみ

１年

１年

６年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２
絶縁油酸価試験、絶
縁破壊電圧試験

避雷器

異音、異臭、損傷、汚損、
亀裂、過熱による変色、接
地線の腐食・断線・外れ

１年
１年

接続箇所のゆるみ
接地線接続部のゆるみ

１年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２

高圧母線等
異音、異臭、損傷、汚損、
過熱による変色、支持物の
損傷、汚損、亀裂、脱落

１年 接続箇所のゆるみ １年 絶縁抵抗測定　※１

指示計器等
異音、異臭、損傷、汚損、
表示状態

電圧、負荷
電流測定

１年 端子部ゆるみ

開閉器等
異音、異臭、過熱による変
色、損傷、汚損、亀裂、腐
食

１年 接続箇所のゆるみ １年 絶縁抵抗測定　※１

低圧配線等
異音、異臭、損傷、汚損、
過熱による変色

１年 接続箇所のゆるみ １年 絶縁抵抗測定　※１

保護継電器

異音、異臭、損傷、汚損 １年 接続箇所のゆるみ １年

１年

保護継電器動作特
性試験　※３
保護継電器連動動
作試験　※３

接地装置

接地装置の損傷・汚損・腐
食、接地線の腐食・断線・
外れ

１年 端子部ゆるみ １年 接地抵抗測定　※２

キュービク
ル、構造物
等

損傷、変形、腐食、雨漏り、
雨雪侵入、小動物侵入口
の有無、施錠状態、保護柵
の損傷・腐食、照明設備、
整理・整頓、消火設備の状
態、標識・表示

配電設備

電線等の高さ・他物との隔
離距離、損傷、たるみ、端
末処理部の損傷・亀裂・汚
損、過熱による変色、支持
物等の損傷、汚損、腐食、
たるみ、ゆるみ、傾斜、腐
朽、脱落、外れ、異物付
着、腐食、亀裂、支持点間
隔、敷設部の無断掘削、接
地線の腐食・断線・外れ

１年

１年

ハンドホールの浸水、地盤
沈下の影響接地線接続部
のゆるみ

接地線接続部のゆるみ

１年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２

構
造
物
等
・
配
電
設
備

高
圧
受
電
設
備

受
・
配
電
盤



点検箇所、ねらい 試験・測定 周期 点検箇所、ねらい 周期 試験・測定

月次点検 年次点検　　　　　　　項目

対象

低圧機器

異音、異臭、指示状態、損
傷、汚損、接地線の腐食・
断線・外れ

１年 接続箇所のゆるみ １年

１年

絶縁抵抗測定　※１
接地抵抗測定　※２

低圧配線等
異音、異臭、損傷、汚損、
過熱による変色

１年 接続箇所のゆるみ １年 絶縁抵抗測定　※１

開閉器等
異音、異臭、過熱による変
色、損傷、汚損、亀裂、腐
食

１年 接続箇所のゆるみ １年 絶縁抵抗測定　※１

接地装置

接地装置の損傷・汚損・腐
食、接地線の腐食・断線・
外れ

１年 端子部ゆるみ １年 接地抵抗測定　※２

蓄電池

損傷、汚損、変形、腐食、
固定状態、液量、漏液、沈
殿物、色相、極板・セパ
レータの湾曲

電圧測定 １年

１年
１年

耐酸塗料のはくり床面の腐
食、損傷
接続箇所のゆるみ
触媒栓の有効期限

６ヶ月

１年

１年
１年

均等充電

電圧測定（セルごと）
※５
比重測定　※５
液温測定　※５

充電装置等

異音、異臭、損傷、汚損、
変形、腐食、指示状態、接
地線の腐食・断線・外れ

１年
３年

接続箇所のゆるみ
接地線接続部のゆるみ

１年 絶縁抵抗測定　※１

(1)　外観点検とは、主として目視により点検を行うことをいう。

(2)　定期点検Ｂ（Ⅰ）は無停電で行う点検（無停電点検）で、定期点検Ｂ（Ⅱ）は停電して行う点検（停電点検）をいう。

　　　なお、定期点検Ｂ（Ⅰ）を実施する場合は３年に１回は定期点検Ｂ（Ⅱ）を行うものとする。

　　　設備の条件等により定期点検Ｂ（Ⅰ）を適用しない場合がある。

(3)   ※1を付した測定及び試験は停電の範囲その他の理由によって行わない事がある。

(4)   ※2を付した点検及び試験は製造後（新油に取替えの場合も同様）10年経過時に、10年を超えたものは5年経過毎に

　　それぞれ行うものとする。

　　　 ただし、定期点検Ｂ（Ⅰ）の点検周期により、経過年数以前に行うことがあります。その場合、次回は実施年より上記の

 　 経過年数毎に行うものとする。

　　   なお、柱上油入開閉器については甲の依頼によって行うものとする。

(5)   ※3を付した点検及び試験は製造後（新油に取替えの場合も同様）10年経過毎に、20年を超えたものは3年経過毎に

　　それぞれ行うものとする。

　  　ただし、定期点検Ｂ（Ⅰ）の点検周期により、経過年数以前に行うことがあります。その場合、次回は実施年より上記の

   経過年数毎に行うものとする。

　　なお、柱上油入開閉器については甲の依頼によって行うものとする。

(6)　　※4を付した測定は過去の実績によってその一部又は全部を行わないことがある。

(7)　　※5を付した測定は毎月点検の場合は、隔月1回高圧受変電設備の変圧器のＢ種接地線で測定する。

 　　　 ただし、絶縁監視装置を設置した場合は行わないものとする。

(8)　　※6を付した測定は絶縁監視装置の監視記録により代えることがある。

(9)　　※7を付した絶縁監視は絶縁監視装置による常時の監視をいう。

　　　 この絶縁監視装置の点検は、外観点検及び総合動作試験を定期点検Ａ，Ｂ実施時、誤差試験を年1回行うものと

　　する。

負
荷
設
備

蓄
電
池
設
備



点検内容 周期

1

 ドア・サッシ部 ①ドア本体の傷、さび、腐食及び汚れの有無を点検する。
②自動ドア表示ステッカー、警告ラベルの有無を点検する。
③ドア本体作動時の異常音の有無を点検する。
④ドアと無目の隙間が適正であることを確認する。
⑤全閉時戸先隙間又はドアと床面の隙間が適正であることを
確認する。
⑥ドアと中立方立及びガイドレールの隙間が適正であることを
確認する。
⑦無目点検カバーの取付け状態を確認する。

３Ｍ
３Ｍ
３Ｍ
３Ｍ
３Ｍ

３Ｍ

３Ｍ

2

 懸架部 ①吊戸車、ハンガーレールの汚れ、磨耗及び損傷を点検す
る。
②ハンガーレールの取付け状態を点検する。
③吊戸車及びストッパーの取付け状態を点検する。

３Ｍ

３Ｍ
３Ｍ

3

 動力部・作動部 ①手動開閉の動作確認及び異常音の有無を点検する。
②エンジンの取付け状態を点検する。
③防振ゴムの変形の有無を点検する。
④従動プーリーの取付け状態を点検する。
⑤ベルト、チェーン、ワイヤの張り、磨耗及び取付け状態を確
認する。

３Ｍ
６Ｍ
６Ｍ
６Ｍ
６Ｍ

4

 制御装置 ①開閉速度及び開放タイマーの時間を点検する。
②徐行速度の状態を点検する。
③ドア位置検出スイッチの取付け状態を点検する。
④電源スイッチり作動状態を点検する。
⑤制御装置の取付け状態を点検する。

３Ｍ
３Ｍ
３Ｍ
３Ｍ
３Ｍ

5

 センサー部 ①センサー、補助センサーの取付け状態及び作動状態を点
検する。
②センサー及び補助センサー検出面の汚れの有無を点検す
る。
③タッチスイッチ及び併用センサーの作動状態を点検する。
④マットスイッチの変形及び亀裂の有無を点検する。
⑤マットスイッチ排水口のごみ詰まりの有無を点検する。

３Ｍ

３Ｍ

３Ｍ
６Ｍ
１Ｙ

6

 電気回路 ①通常開閉動作及び反転動作を点検する。
②電線の支持、接続状態及び被覆のき裂の有無を点検する。
③絶縁抵抗を測定し、その良否を確認する。
④電源電圧を測定し、その良否を確認する。

３Ｍ
６Ｍ
１Ｙ
１Ｙ

※　周期の表記

　(1)  「３Ｍ」は、３ヶ月ごとに１回行うものとする。

　(2)  「６Ｍ」は、６ヶ月ごとに１回行うものとする。

　(3)  「１Ｙ」は、１年ごとに１回行うものとする。

点検項目

別表第２

自動扉保守点検の範囲及び周期



測定器等 管理基準値

1 浮遊粉じんの量 グラスファイバーろ紙（0.3μmのステアリン酸
粒子を99.9％以上捕集する性能を有するもの
に限る）を装着して相対沈降径がおおむね10
μm以下の浮遊粉じんを重量法により測定す
る機器又は厚生労働大臣の登録を受けたも
のにより当該機器を標準として較正された機
器

空気1㎥につき0.15mg以下

2 一酸化炭素の含有率 検地管方式による一酸化炭素検定器又はこ
れらと同程度以上の性能を有するもの

100万分の10以下（注１）

3 二酸化炭素の含有率 検知管方式による一酸化炭素検定器又はこ
れらと同程度以上の性能を有するもの

100万分の1,000以下

4 温度 0.5度目盛の温度計又はこれらと同程度以上
の性能を有するもの

①17度以上28度以下
②居室温度を外気温度より
低くする場合その差を著し
くしないこと

5 相対湿度 0.5度目盛の乾湿球湿度計又はこれらと同程
度以上の性能を有するもの

40％以上70％以下

6 気流 0.2m/s以上の気流を測定することができる風
速計又はこれらと同程度以上の性能を有する
もの

0.5m/s以下

7 ホルムアルデヒド
（注2）

二・四－次ニトロフェニルヒドラジン捕集－高
速液体クロマトグラフ法により測定する機器、
四－アミノ－三－ヒドラジノ－五－メルカプト
－一・二・四－トリアゾール法により測定する
機器

空気1㎥につき
0.1mg       以下
   （0.08ppm）

測定項目

空気環境測定　測定の内容

別表第３

（注1）大気中における一酸化炭素の含有率がおおむね100万分の10を越えるため、居室における
　　 一酸化炭素の含有率がおおむね100万分の10以下になるように空気を浄化して供給することが
     困難である建築物については、100万分の20とする。
（注2）ホルムアルデヒドの量については他の空気環境測定と併せて年１回（７月）測定すること。


